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米国ノックノックラブズ社

 

当社は平成 26 年 12 月 6 日開催の取締役会において、以下のとおり、

化団体 FIDO Alliance（以下「FIDO

Labs, Inc.以下「NNL 社」とする）との

とについて決議いたしましたので、

 

 
１．資本・業務提携の理由 

当社は平成26年4月に生体認証

体であるFIDO Allianceに、日本初の加盟企業として参加いたしました。

Paypal、Alibaba、VISA、Master 

はじめとして世界的に加盟企業が増加しており、

のオンラインサービスが普及しつつあります。

NNL社は2012年にこのFIDOの創設を提唱した中核企業であり、

システムおよび構築サービスを、各国の行政機関、通信事業者、金融機関、インターネット事業

者等に対して販売しております。

決済システムに採用されるなど、同社の事業は順調に成長しており

段階であるため、黒字化には至っておらず、

を増資により調達することとなっております。

等から多数の出資の申し出を受け

おります。 

当社は、平成26年10月に日本における

しました。セミナーには、関連

名のご参加を頂く大盛況となり、複数の国内企業がすでに

準拠製品の日本での販売を開始していますが、今後積極的な販売活動を展開するため、当社に対

して戦略提携関係を強化したいとの要請がありました。当社内で検討した結果、当社現行製品と

の競合性がなく関連市場での当社の認知を向上させる相乗効果も期待できるところから、

販売提携契約を締結すると同時に、

式を引受けることといたしました。
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                     会 社 名  株式会社ディー・ディー・エ

                    代 表 者  代表取締役社長

                         （東証マザーズ・コード番号

                    問合せ先  取締役管理担当

                    電話番号  ０ ５ ２ － ９ ５ ５ － ５ ７ ２

                           （ＵＲＬ http://www.dds.co.jp

米国ノックノックラブズ社との資本・業務提携に関するお知らせ

開催の取締役会において、以下のとおり、米国のセキュリティ標準

FIDO」とする）の中核企業であるノックノックラブズ社（

社」とする）との間でセキュリティ事業に関する資本・

とについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

生体認証を利用したセキュリティの標準化推進を行っている米国の

に、日本初の加盟企業として参加いたしました。FIDOにおいては、

Master card、Qualcomm、Intel、Synapticsなど、各業界の大手企業を

はじめとして世界的に加盟企業が増加しており、FIDOの標準規格を用いた電子商取引や金融機関

のオンラインサービスが普及しつつあります。 

の創設を提唱した中核企業であり、FIDOの標準規格に準拠するための

システムおよび構築サービスを、各国の行政機関、通信事業者、金融機関、インターネット事業

者等に対して販売しております。NNL社製品はすでにSamsungとPaypalおよびAlibaba

決済システムに採用されるなど、同社の事業は順調に成長しておりますが、まだスタートアップ

段階であるため、黒字化には至っておらず、今後の普及に向けた研究開発資金および

を増資により調達することとなっております。NNL社においては今回の増資に関して

等から多数の出資の申し出を受けており、その中から、割当先の選別を戦略的に

月に日本におけるFIDO初のセミナーに協賛し、運営事務局として対応いた

関連各省庁、自治体、民間事業者、教育研究機関など各界

名のご参加を頂く大盛況となり、複数の国内企業がすでにFIDOに加盟しております。

準拠製品の日本での販売を開始していますが、今後積極的な販売活動を展開するため、当社に対

して戦略提携関係を強化したいとの要請がありました。当社内で検討した結果、当社現行製品と

の競合性がなく関連市場での当社の認知を向上させる相乗効果も期待できるところから、

契約を締結すると同時に、株式引受契約を締結し、戦略提携先として

を引受けることといたしました。 

 

平成 26 年 12 月 6 日 

株式会社ディー・ディー・エス 

代表取締役社長  三吉野 健滋 

（東証マザーズ・コード番号 3782） 

取締役管理担当  貞方  渉 

０ ５ ２ － ９ ５ ５ － ５ ７ ２ ０ 

http://www.dds.co.jp） 

お知らせ 

米国のセキュリティ標準

」とする）の中核企業であるノックノックラブズ社（Nok Nok 

資本・業務提携を行うこ

標準化推進を行っている米国のNPO団

においては、Google、

など、各業界の大手企業を

の標準規格を用いた電子商取引や金融機関

の標準規格に準拠するための

システムおよび構築サービスを、各国の行政機関、通信事業者、金融機関、インターネット事業

Alibabaのオンライン

まだスタートアップ

今後の普及に向けた研究開発資金および運転資金等

関して各国の取引先

戦略的に行ったと聞いて

初のセミナーに協賛し、運営事務局として対応いた

省庁、自治体、民間事業者、教育研究機関など各界から約300

に加盟しております。NNL社は、FIDO

準拠製品の日本での販売を開始していますが、今後積極的な販売活動を展開するため、当社に対

して戦略提携関係を強化したいとの要請がありました。当社内で検討した結果、当社現行製品と

の競合性がなく関連市場での当社の認知を向上させる相乗効果も期待できるところから、NNL社と

戦略提携先としてNNL社が発行する株
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２．資本・業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

当社はNNL社の開発するソフトウェアの日本での販売を行います。NNL社が先行して交渉してき

た顧客を引き継ぐとともに、日本国内での販売促進活動を行ってまいります。 

 

（２）資本提携の内容 

 当社は、NNL社が発行するC種優先株式4,125,000株のうち1,000,000株を第三者割当として、以

下のとおり取得します。C種優先株式は過去NNL社が発行したA種、B種優先株式と同様に普通株に

優先して配当が行われる株式であり、A種、B種優先株式と同様にいつでもC種優先株式1株につき

普通株式1株に転換が可能です。本引受により当社の持株比率は、NNL社の総発行済株式数の2.34%

となります。また、NNL社の経営陣などを中心としたストックオプションなどの潜在株式数を含め

た場合の持株比率は、2.07%となります。残りの株式についてはRaven Capitalと既存株主である

DCM Capital、ONSET Capital、レノボが引き受けます。 

 

 今回の引受価額の決定にあたっては、NNL社の事業が順調に推移していることから、前回NNL社

より発行したB種優先株式の株価1.5$を上回る2.0$という価格提示がありました。当社内で販売提

携による事業活動で生まれる新たな収益機会も加味して検討した結果、妥当と考えております。 

（１）引受株数 1,000,000株 

（２）引受株価 1株につき約239.6円（※1） 

（３）引受価額の総額 約2億3,960万円（※1） 

※1 12月5日時点の為替相場1ドル119.80円で円換算しております。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 Nok Nok Labs, Inc.  

（２） 所 在 地 4151 Middlefield Road, Suite 200, Palo Alto, CA,USA 

（３） 代表者の役職・氏名 Chief Executive Officer  Phillip M.Dunkelberger 

（４） 事 業 内 容 セキュリティシステムの開発 

（５） 資 本 金 18 億 0,898 百万円（※2） 

（６） 設 立 年 月 日 平成 23 年 11 月 

（７） 大株主及び持株比率 

DCM Capital            23.7% 

Onset Ventures         23.7% 

レノボ                 12.8% 

Phillip M.Dunkelberger  8.9% 

Ramesh Kesanupalli      6.0% 

（８） 

 

上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

 

資 本 関 係  記載すべき関係はありません 

人 的 関 係 記載すべき関係はありません 

取 引 関 係 記載すべき関係はありません 

関連当事者へ

の該当状況 
記載すべき関係はありません 

※2 12月5日時点の為替相場1ドル119.8円で円換算しております。 

（注）NNL 社は非公開会社であり、株式引受契約内にある機密保持条項により財務情報について

も非開示を求められております。今回株式を同時に引き受ける当社以外の引受先と同条件での契

約内容になっているため契約条件の変更が困難であり、記載をしておりません。 
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４．日程 

（１）取締役会決議日 平成26年12月6日(日本時間) 

（２）契約締結日(※3) 平成26年12月6日(日本時間) 

（３）事業開始日 平成26年12月6日(日本時間) 

（４）引受時期 平成26年12月6日(日本時間) 

（５）払込日 平成26年12月6日(日本時間) 

※3 株式引受契約および販売提携契約を同時に締結します。 

 

５．今後の見通し 

当社では、既に複数の導入候補先に対して FIDO 関連の情報提供を開始しておりますが、実際に

NNL 社製品の販売活動が本格化し、当社売上が計上出来るのは来期以降の見通しであり、平成 26

年 12 月期の当社連結業績への影響は期末に近いため軽微であります。 

  

以 上  
 
（参考）当期連結業績予想（平成 26 年 7 月 15 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

今期業績予想 887 △69 △92 △17  

前期実績 

(平成25年12月期) 
530 △245 △257 △296  

 


